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内容梗概 
 1970年代以降世界的に電気事業の規制緩和が進行している。日本においても段階的に自由
化範囲が拡大され、2005年４月からは 50kW以上の電力が自由化される予定である。 
しかし、電力は，生活の基盤となる、需要が周期的に大きく変動する、電力を使用するの

と同時に発電を行わなければならないというように、通常財とは異なる特徴を持つ。そのた

め，通常の市場原理を安易に導入することは極めて危険である。実際に 2000年のカリフォル
ニアでは供給力が不足し，電力危機が起こってしまった。このように、市場の制度設計を誤

った時に生じる社会的損失は大きい。このことからも、自由化に対しては多角的な議論及び

研究が必要であるといえる。 
市場における電力価格は、従来の総括原価方式と異なり、自らの利益を最大化する複数の

意思決定者によって戦略的に入札が行われた結果形成される。そこで、自由競争下における

電力市場の動きを分析するために、市場参加者を自律的意志決定主体であるエージェントと

見なし、市場の動向を各エージェントの相互作用を通してボトムアップに評価するマルチエ

ージェントモデルを採用した研究が注目されている。しかし、従来のマルチエージェントモ

デルを用いた先行研究は静的なものであり、発電事業者の市場への入退場などの動的な要素

は考慮されていなかった。そこで本研究では、利益が出ている発電事業者は増設を、損失を

出している発電事業者は市場からの撤退を可能にする電力市場モデルを構築し、種類別発電

事業者の入退場を考慮した電力市場分析を行う事により、発電事業者の行動及び市場の動き

を解析した。 
また、2005年４月から日本卸電力取引所(JEPX)が取引を開始する事を受け、JEPXの市場
アルゴリズムを用いて、連系線で結ばれた２地域を対象における発電事業者の取りうる行動

および市場の動きを分析した。 
第 1 章では，わが国の電力自由化の動向について述べ，さらにわが国に先立って自由化が
行われた海外諸国の電力市場における問題点についてまとめ，本研究の意義を明確にした。 
第 2 章では，本研究で用いた強化学習に基づくマルチエージェント市場モデルの構築手法
について説明を行った。 
第 3章では，種類別発電事業者の入退場を考慮した電力市場モデルの分析を行った。 
始めに電力市場が一日前市場のみの場合、リアルタイム市場がある場合について分析を行

い、各市場においてプラントの種類別発電事業者数の推移を示すとともに、市場原理により

導かれる電源構成と従来の発電システム総コストを最小化した場合の電源構成との比較を行

った。 
続いて、市場に大規模な発電事業者が存在する場合について分析を行い、大規模発電事業

者のとりうる入札戦略を示すとともに、それに伴う市場の動きを分析した。 
第４章では，JEPXモデル構築のための準備的検討を行った。 
始めに連系線で結ばれた２地域を対象に、一方を寡占的な地域、もう一方を競争的な地域

として JEPXの市場決算アルゴリズムを用いて市場分析を行った。ここでは、各地域の価格
の託送可能量及び価格弾力性による感度解析を行い、託送可能量及び価格弾力性がともに小

さい場合、通常の市場メカニズムとは異なり、価格が高騰してしまう市場メカニズムの存在

をモデル上で確認した。 
続いて日本全国を東日本・西日本の２地域に分割し、実際のデータを基に企業体系・プラ

ントの種類を考慮して市場分析を行った。 
最後に第５章において、本研究によって得られた知見をまとめ、今後の課題を述べた。 
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第1章 序論 

1.1 研究の背景 

従来，電力・ガス・水道・通信・鉄道などの公益事業は規制が必要であると考えられ，そ

れぞれの事業について，政府は様々な制約を与えてきた。電気事業に規制が必要である理由

は，自然独占が成立することや，電力は日常生活や産業に不可欠であること，設備投資額が

大きく事業リスクが高いこと，国策としてエネルギーを確保しておく必要があることなどが

挙げられる。そのように政府は，事業者に対して多くの規制をかける代わりに地域独占を認

めて，電力の安定供給を最大限保障する仕組みを作り上げてきた。 
しかし議論が進むにつれて，規制にかかる費用や規制そのものの非効率などが指摘される

ようになり始めた。一方で，分散電源の普及による自然独占性の崩壊や，電力・ガス・熱需

要などのエネルギー間の競合，同時同量供給を可能にする情報技術の発達などといった技術

的な発展が見られるようになった。このように経済学的にも工学的にも規制緩和への要望が

高まってきた結果，1970年代以降アメリカ，イギリスや日本などの主要国を中心に，電気事
業を始めとする多くの公益事業に対して規制緩和が実施され始めた。 

1.1.1 電力供給システムの変遷 

電力供給システムは各地域の競争導入や自由化の度合いによって，次のように大きく 4 つ
に分類することができる1。 

独占的な供給システム 

独占的な供給システムにおいて，電気事業者は発送配電のすべての設備を所有し，発電

から送電，配電にいたるまでのすべての事業を担う。このような形態は垂直統合型の事業

体と呼ばれる。このシステム構造を図 1-1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 1-1 独占的な供給システムの構造 
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これらの電気事業者は一定の供給地区に独占的に需要家に電力を供給している。この独

占構造を保つために，電気事業への新規参入は厳しく制限され，発送配電のどの部門にも

競争は導入されない。これらに電力の卸売りを行う卸発電事業者が存在する場合もあるが，

一般的に規制下に置かれ，競争は行わない。 

発電市場自由化型の供給システム 

発電市場自由化型の発電システムは，発電部門に競争が導入されたシステムである。送

配電部門は既存の電気事業者による独占的な所有と利用が認められる一方で，発電部門で

は独占が撤廃され，新規参入が自由化される。既存の電気事業者は，必要とする供給力の

一部を規制緩和により参入してきた独立系発電事業者（IPP : Independent Power Producer）
などから買電する。このシステム構造を図 1-2に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

図 1-2 発電市場自由化型供給システムの構造 

ここでは発電部門の一部に競争が導入されるが，既存の電力会社が所有する発電設備ま

では競争の対象とはならず，需要増に対応する新規発電設備の導入についてのみ，IPPとの
設備調達競争が行われる。 
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送電線開放型の供給システム 

送電線開放型の供給システムは，発電部門の自由化に加え，送電線へのアクセスが開放

されたシステムである。このシステム構造を図 1-3に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3 送電線開放型供給システムの構造 
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売りを行うことが可能となる。このシステムは卸売り電力市場の競争を活発化するために
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完全競争型の供給システム 

完全競争型の供給システムは，発電部門や送電線のアクセスに加え，最終需要家への小

売事業の自由化が認められたシステムである。このシステム構造を図 1-4に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-4 完全競争型供給システムの構造 
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エネルギーセキュリティ，環境対策などの公益的課題に配慮したことが理由である。この法

改正により，部分的とはいえ完全競争型のシステムとなった。 
その後、2004 年には契約電力 500kW 以上に自由化が拡大され、2005 年度には 50kW 以上
の高圧需要家まで自由化範囲が広げられる予定である。この場合の自由化範囲は，総需要の

およそ 63%となり，大きく広がることとなる2。さらにこの際、同時に日本卸電力取引所(JEPX)
が取引を開始する予定である。また、2007年以降には家庭用も含めた全面自由化の議論が開
始される事になる。 

1.1.3 各国における電力自由化の問題点 

イギリス，アメリカ等の欧米諸国や一部の発展途上国では，わが国に先立ち電力市場の自

由化が進展してきた3。それぞれの市場形態はその国特有の背景や自由化の進度等により様々

である。しかしイギリスにおいては，当初予期したように制度が働かず，電力価格がそれほ

ど下がらない結果となったため，制度改正を行った。またアメリカのカリフォルニアにおい

ては電力供給がストップしてしまうといった大惨事が起きたため，現在に至るまで電力取引

は中止され，電気事業は州の管理下に置かれている。以下にそれらの例と問題点，及びその

対策について紹介する4。 

イギリスにおける電力自由化の推移 

イギリスでは 1990年に電気事業の再編と民営化により，イングランド・ウェールズ地方
において発送配電部門を垂直的に統合していた国営電力を分割し，電力プール市場を導入

することで，一挙に完全競争型の供給システムへと移行した。国営中央発電局は 3 社の発
電会社（NP : National Power, PG : Power Gen, NE : Nuclear Electric）と 1社の送電会社（NGC : 
National Grid Company），12社の地域配電会社に分割・民営化された。発電市場は完全に自
由化され，発電電力はすべて NGCが運営する電力取引市場を介して取引することを義務付
けたプール市場を導入した。この供給システムを図 1-5に示す。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

図 1-5 民営化後のイギリス（イングランド・ウェールズ地方）の電力供給システム 
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発電事業者は取引前日の午前 10 時までに，各ユニットごとの発電可能量，起動コスト，
発電コスト，運転制約などを NGCに提示する。NGCはこれらのユニット制約を考慮して，
提示データを低い価格から順に並べ，独自の需要想定量と均衡するだけの量を落札させる。

このとき，落札した発電ユニットの中で，最も高い発電価格を系統限界価格（SMP : System 
Marginal Price）とする。ただし，ピーク時間帯においては，起動コストも考慮した価格と
なる。取引時にはさらに送電線制約を考慮して発電ユニットへ給電指令を行い，取引後に

給電計画と実際の運用実績との誤差分を保障して最終価格が決定される。 
この民営化の結果，電気料金は実質値では低下したものの，名目値としては上昇してお

り，競争導入による大きな価格低減効果は見られなかったといえる。この理由として，一

部の大手発電会社の市場支配力により入札価格操作が可能である点，プール規則が複雑で

柔軟性に乏しいため，新規事業者の市場参入の障害となっている点，発電事業者のみの入

札により価格が決定されてしまうため，需要家の価格交渉力がない点などが挙げられてい

る。 
そこで 2001年 3月より旧プール制度が廃止され，相対取引や私設取引所を中心に電力取
引が行われる新たな電力取引制度（NETA : New Electricity Trading Arrangements）が始まっ
た。従来のプール取引は NGCから分離・廃止され，原則的に市場参加者に任せることにな
った。但し，需給調整取引のみは系統運用の必要があるため，NGCに残された。また，3.5
時間前より手前での取引においては需要曲線が導入されるようになった。この供給システ

ムを図 1-6に示す。この時点までに Nuclear Electric は British Energy と改名されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1-6 NETA による電力供給システム 
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テムとなり，既存の電気事業者は一定の制約をみたす発電事業者から，余剰電力を回避可

能原価にて購入することを義務付けられるようになった。さらに卸電力市場を活性化させ
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るために，連邦エネルギー規制委員会（FERC : Federal Energy Regulatory Commission）は 1996
年 4月に最終規則（FERC Order No.888, No.889）を発行し，各電気事業者に対し連邦のす
べての送電線の解放を義務付けることにより，送電線開放型供給システムへと移行した。

この最終規則は回収不能投資の完全回収を認めている。 
カリフォルニア州においては，1998年 3月 31日より電力小売の前面自由化が行われた。
その際に円滑な電力取引を行うため，電力取引を行う電力取引市場（PX : Power Exchange）
と，送電系統を一括管理し公平な送電系統へのアクセスと信頼度を確保する独立系等運用

者（ISO ; Independent System Operator）などが設けられた。 
カリフォルニアにおいてはスケジューリングコーディネータ（SC : Scheduling 

Coordinator）を通じて，PX以外の市場での取引や，発電事業者と小売事業者が直接契約を
結ぶ相対取引が認められていたが，大手私営 3社に対しては，PXにおける電力取引が義務
付けられた。これらの電力会社は発電設備の売却勧告を受け，配電会社（UDC : Utility 
Distribution Company）としての業務に特化するよう要請された。この際に回収不能投資の
回収を認めるシステムとして，低下する見込みのある卸電力価格に対し，一定期間中の小

売価格を凍結させた。これらの供給システムを図 1-7に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-7 アメリカにおける一般的な電力供給システム 

しかし2000年の夏，猛暑により電力需給が逼迫したために輪番停電が発生してしまった。
それに伴い卸電力価格の高騰が起こり，ISO による系統運用に混乱が生じた。大手私営電
力 3社は卸電力価格が高騰したにもかかわらず，PXからの電力調達義務をもち，さらに小
売電力料金が凍結されていたために，おおきな逆ザヤが発生した。回収不能投資の回収を

認めるシステムが，その意図とは逆に，大きな損失を生じさせる結果となってしまった。 
さらに 2000 年の冬から 2001 年にかけて供給予備力が逼迫したことによる輪番停電が
度々起こるようになり，2001年 1月にカリフォルニア PXの取引業務は停止された。その
後大手私営電力会社のひとつが破産申請を行うなど，大きな経済的損失と混乱を残すこと
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となった。 
この原因については様々な議論がなされている。それらのうち電力システムの外部に存

在する要因として，シリコンバレーに代表される好景気や気温の急激な上昇に伴う需要の

予想以上の伸び，厳しい環境規制による発電単価の高騰，天然ガス価格の上昇などが挙げ

られる。これらはどのような電力システムにも存在するリスクであり，システムを設計す

る際にはこれらに対するリスクに耐え得る制度設計を行わなければならない。 
カリフォルニアにおける電力システムは，これらの外的環境リスクに対して，以下のよ

うな問題点を抱えていた。 
 
・新規投資へのインセンティブが弱く，構造的な供給力不足に陥っていた 
・UDCが長期相対取引などの卸電力価格変動のリスクヘッジ手段を制限されていた 
・小売価格が凍結されていたため，UDCに大きな逆ザヤが発生した 
・ 小売価格が凍結されていたため，卸電力価格の高騰が需要家側に伝わらず，価格に対

する需要の弾力性が働かなかった 
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1.2 研究の概要と目的 

以上の背景に見られたように，各地域で電力市場の自由化が進められているものの，その

自由化の形態は地域により様々であり，それぞれの問題点を抱えている。わが国においても

電力自由化の導入に関する議論は活発であり，自由化の範囲はますます広がる方向へと進ん

でいるが，問題点は山積している。 
従って，新たに電気事業に対して規制緩和を導入するにあたって，電力市場の制度設計を

どのように行っていくかということは非常に大きな課題である。これらの問題の難しさのひ

とつには，それぞれの制度の影響を実験により確かめることができないことが挙げられる。

どの制度にも一長一短があり，その有効性と，それに伴うリスクを完全に見極めることはほ

ぼ不可能である。さらに電力市場に関して言えば，制度設計を失敗した時の損失が他の市場

と比較してとてつもなく大きい。これはカリフォルニアの例より明らかである。このような

問題に対し，発電事業者や需要家や市場の様々な特性や制度を計算機上でモデル化し，結果

を生み出す要因やプロセスを把握しようとする研究が盛んに行われるようになった。 
市場モデルを構築する手法には，数理計画法やゲーム理論，強化学習理論を用いるもの，

さらには実際に人間による実験を行うものなど様々なものが存在する。例えば数理計画法に

よるモデルには，市場への入札戦略を利益の最大化問題を解いて決定するものがある5。これ

は解がひとつに決まるためわかりやすい一方，需要や相手の戦略の不確実性を考えることは

難しい。自由化された電力市場における電力価格は、従来の総括原価方式と異なり、自らの

利益を最大化する複数の意思決定者によって戦略的に入札が行われた結果形成される。そこ

で、自由競争下における電力市場の動きを分析するために、市場参加者を自律的意志決定主

体であるエージェントと見なし、市場の動向を各エージェントの相互作用を通してボトムア

ップに評価するマルチエージェントモデルを採用した研究が注目されている 6,7,8。しかし、従

来のマルチエージェントモデルを用いた先行研究は静的なものであり、発電事業者の市場へ

の入退場などの動的な要素は考慮されていなかった。そこで本研究では、利益が出ている発

電事業者は増設を、損失を出している発電事業者は市場からの撤退を可能にする電力市場モ

デルを構築し、種類別発電事業者の入退場を考慮した電力市場分析を行う事により、発電事

業者の行動及び市場の動きを解析する。 
また、2005年４月から日本卸電力取引所(JEPX)が取引を開始する事を受け、JEPXの市場
アルゴリズムを用いて、連系線で結ばれた２地域を対象として、発電事業者の取りうる行動

および市場の動きを分析する。 
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第2章 市場モデルの構築 
本章ではまずエージェントの概念について述べる。エージェントとは独自の目的を持ち、

それを効率的な方法で実現しようとする実行主体を意味する。このようなエージェントが複

数存在するモデルをマルチエージェントモデルと呼ぶ 9。 
本研究では，電力市場をマルチエージェントモデルとみなす。すなわち，自身の利益を最

大化することを目的として戦略的に入札を行う市場参加者をエージェントとしてモデル化し，

発電事業者の行動や市場の動きを推測する。また、市場方式はかつてイングランド・ウェー

ルズ地方において採用されていた強制プール市場とする。 

2.1 市場モデルの概要 

 強制プール市場において、市場参加者はプール市場(スポット市場)のみを介して電力取引
を行う。市場決済の手段としては、発電側のみが入札を行い価格が決定されるシングルオー

クション形式と、発電側・需要側双方の入札によって価格が決定されるダブルオークション

形式の 2種類が考えられる。図 2-1,図 2-2に強制プール市場モデルのシングルオークション形
式及びダブルオークション形式の模式図を示す。 
 
 

供給事業者1 供給事業者2 供給事業者n・・・・・・・・・

発電事業者1

プール市場
（スポット市場）

発電事業者2 発電事業者n・・・・・・・・・

入札入札

 
図 2-1 強制プール市場モデル(シングルオークション) 
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発電事業者1

プール市場
（スポット市場）

発電事業者2 発電事業者n・・・・・・・・・

供給事業者1 供給事業者2 供給事業者n・・・・・・・・・

入札入札

入札入札

 
 

図 2-2 強制プール市場モデル(ダブルオークション) 
 
 

図 2-1のシングルオークション形式による強制プール市場おいては、需要側（供給事業者）
からの入札はないため、各需要は全体として一つの需要として捉えることができる。 
次に、シングルオークションとダブルオークションによる市場決済方法を図 2-3,  図 

2-4に示す。 
 
 
価格

容量

取引価格

取引容量

供給曲線

需要曲線 価格

容量

取引価格

取引容量

供給曲線

需要曲線

 
図 2-3 シングルオークションによる市場決済  図 2-4 ダブルオークションによる市場決済 

 
図 2-3 のシングルオークションでは、発電事業者が売値を入札し、その累積入札量が全需
要量に達した点における入札額が、取引価格として全市場参加者に対して適用される。一方、  

図 2-4 のダブルオークションでは、発電事業者、供給事業者が、それぞれ電力の売値、買値
をプール市場に対して入札する。さらに、その結果描かれる需給曲線の交点を求めることに

より、取引価格と取引量を決定し、全市場参加者はこの取引価格に従って取引を行う。 
本研究では一日前市場をダブルオークション形式とし、リアルタイム市場をシングルオー

クション形式としてモデル化を行った。 
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2.2 強化学習理論に基づく市場モデルの概要 

2.2.1 エージェントのモデル化 

本研究では電力の特徴を踏まえ，限界費用や限界効用に基づく入札モデルを用いた。市場

には発電エージェントｎ人 G={Agi : i=1,…,n}と１人の需要エージェント D={Adj : j=1}がいる
ものとする。 
発電エージェント G={Agi : i=1,…,n}が、発電するために必要なコスト関数 Ci(q)は次のよう
に表される。 

gigigii cqbqaqC ++= 2)(                            
(2.1) 

また、限界費用は、次のように表される。 

gigii
i bqaqMC

dq
qdC

+=≡ 2)()(
                                                

(2.2) 
本モデルにおいて発電エージェント Agiは式                                                

(2.2) 
で表される限界費用曲線を基に，その切片αgiを戦略として決定するものとしてモデル化を

行った 10。従って発電エージェント Agiの入札曲線 pgi(q)は次式で表される。 

gigigigi bqaqp α++= 2)(                                                 
  (2.3) 

また、その様子を図 2-5に示す。 
 

Bid Curve

Marginal 
Cost

α gi

Q

P

Bid Curve

Marginal 
Cost

α gi

Q

P

 
図 2-5 発電エージェントの入札モデル 

次に、需要エージェント D={Adj : j=1 }の限界効用 Uj(q)について述べる。 
電力は生活必需品であり、需要家はたとえ電力価格が高騰しても，電力消費を抑えるとい

う行動をとりにくい。すなわち需要の価格弾力性はとても小さいと言うことができる。日本

に先行する海外諸国の電力市場を分析した研究によると，電力需要の価格弾力性はおよそ-5%
程度と見積もられている 11。本モデルにおいても，これを基にした限界効用を用いることに

する。 

需要の価格弾力性は一般的に 

PdP
qdq

/
/

=η  

(2.4) 
と定義されている。これを微分方程式として解くと次のようになる。 
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η/1CqP =  
(2.5) 

但し Cは定数である。もし式(2.5)が基準点(Q0，P0)を通るならば，式(2.5)は次のように変形
できる。 

η
η

/1
1/
0

0

q
P qP =  

(2.6) 
本モデルでは，この需要曲線を基本限界効用関数と見なすことにする。この関数は無限大

へと発散してしまうが、発電エージェントの入札戦略の上限値を 80[¥/kWh]としているため、
実質のプライスキャップは 80 + 限界費用 [¥/kWh]となる。図 2-6に例として，基準点(Q0，P0)
を(100000MWh，5 ¥/kWh)とした時の Qと Pの関係を示す。 
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図 2-6 電力市場モデルにおける限界効用関数 

本研究では，図 2-7 のようなある一日の日本全国（沖縄を除く）一時間ごとの需要を基準
需要{Q0(h) : h=1, ..., 24}として設定した。また基準価格 P0については 5 ¥/kWh とした。 
また、需要エージェントは戦略を持たず，限界効用をそのまま入札するものとする。 
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図 2-7 基準需要パターン 
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2.2.2 強化学習の枠組み 

強化学習 12では，エージェントはある環境の中で，試行錯誤的に知覚と行動を繰り返し，

報酬を受け取る。ここでの行動とは，ゲーム理論における戦略を意味する。この一連の動作

をエピソードと呼ぶ。各エージェントは報酬を最大化することを目的を効率的に達成するた

めに，エピソードを繰り返してそれぞれの持つ意思決定機構を修正する。この様子を図 2-8
に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-8 強化学習の流れ 

2.2.3 収益 

各エージェントは報酬を最大化することを目的とする。ここでの報酬とは，将来における

割引期待収益を指す。時間ステップ tの後に受け取った報酬の系列を rt+1，rt+2，rt+3，．．．と表

すならば，割引率をγとして，割引期待報酬 Rtは次のように表される。 

T
tT

tttt rrrrR 1
3

2
21

−−
+++ ++++= γγγ Λ  

(2.7) 
ここで T は最終時間ステップである。このように，初期状態と終端状態が存在し，終端状
態において，標準的な初期状態へとリセットが行われるようなタスクをエピソード的タスク

と呼び，初期状態から終端状態へと至る一連の流れをエピソードと呼ぶ。 

2.2.4 マルコフ性 

強化学習の枠組みにおいて，エージェントは環境からの信号の関数として意思決定を行い，

この信号は環境の状態と呼ばれる。この状態は，どのようなものであれ，エージェントが利

用可能な情報を指す。理想的には，状態信号は過去の知覚をコンパクトに集約し，さらに過

去の関連情報をすべて保持していることが望ましい。このように，すべての関連情報を保持

する状態信号はマルコフ性を持つという。例えば，チェスにおける盤面上のすべての駒配置

は，マルコフ性を持つ状態信号である。というのはどのような経緯でその駒配置となったと

しても，次に取る手を考える際に重要となる情報は，現在の盤面上に集約されているためで

ある。 
ここで強化学習問題のために，マルコフ性の形式的定義を行う。時刻 t で取られた行動に
対して，環境が時刻 t+1 においてどのように応答するか考える。最も一般的な場合では，こ
の応答は以前に起こったあらゆることに依存する。この場合，時刻 t+1に状態が s’，報酬が r
となる確率分布 Prは次のように表される。 

 
{ }0011111 ,,,,,,,,|,'Pr asrasrasrrss ttttttt Λ−−++ ==  

(2.8) 
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一方，信号状態がマルコフ性を持つなら，t+1における環境の応答は tにおける状態と行動
表現のみに依存することになり，この時の確率分布 Prは次のように表すことができる。 

{ }ttttt rasrrss ,,|,'Pr 11 == ++  
(2.9) 

逆に，式(2.8)(2.9)の確率分布が等しい場合，状態信号はマルコフ性を持つといえる。 
もし環境がマルコフ性を持ち，現在の状態と行動が与えられるなら，式(2.9)の 1 ステップ
ダイナミクスから，次の状態と行動を予測することができる。この式の反復計算を行うこと

により，現時点までの完全な履歴が与えられた場合と同様に，現在の状態のみから将来の状

態と期待される報酬のすべてを予測することができる。 

2.2.5 行動価値関数 

モンテカルロ法 

強化学習理論において，意思決定は各エージェントが持つ行動価値関数に基づいて行われ

る。この関数は状態行動対の関数で，エージェントがある状態において，ある行動を行うこ

とがどれだけよいのかを評価する。ここでは「どれだけよいか」という概念は，将来におい

て期待される報酬，つまり割引期待報酬に関して定義される。あるエピソード k について，
知覚できる環境の状態が s の時に，行動 a を取ることの行動価値関数を Qk(s,a)として定義す
る。ある時刻 tにおいて，状態が sであった時に行動 aを取ったときの行動価値関数 Qkは，

将来の割引期待報酬を Rtとして，次のように定義される。 
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(2.10) 
行動価値関数は経験に基づいて見積もることができる。例えば，ある状態においてとられ

た各行動に対して，個別に平均値があ保持されるなら，それらの平均値は行動価値 Qに収束
する。このようにして価値を見積もる方法をモンテカルロ法という。 
あるエピソード k について，状態 s の時に a の行動を取った結果，エピソードの終了時ま
でに報酬 Rが得られた時，行動価値関数 Qkを次のように更新する。 

[ ]),(),(),(1 asQRasQasQ kkk −+=+ α       
  (2.11) 

ここでαは学習速度を表すパラメータであり，0＜α≦1の値をとる。例えばα=1/kとおく
と，式(2.11)は次のように変形することができる。 

 

[ ]

k
asQkR

asQR
k
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k

kkk

),()1(

),(1),(),(1

−+
=

−+=+

 

(2.12) 
すなわちこの行動価値 Qkが，エピソード毎に得られる期待報酬の平均値を表していること

がわかる。もし十分なエピソードを経験すれば，行動価値が，大数の法則に従う精度にて期

待報酬へと収束する。αを定数とした場合，各エピソード毎に実際に得られた報酬を Rkと置

くと，式(2.11)は次のようになる。 
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(2.13) 
これは割引率のような意味を持ち，αが大きいと，最近得られた利益に大きな重みを，過

去の利益には小さな重みをつけて，現在の行動価値として認知するということになる。どち

らにせよ，行動価値が，過去の行動により得られた報酬の平均値または重み付け平均値を表

している。 
但し，αを定数とした場合，推定値は収束条件を満たさず，常に最新の報酬に対応して変

化し続けることになる。実質的に，強化学習が扱う問題は非定常環境となる場合が多いため，

これはむしろ望ましいことである。そこでパラメータの設定は，きわめて収束が遅いか，満

足の行く収束率を得るための調整が必要となる。 
この様なエピソードを十分に繰り返し，行動価値が完全に収束した場合には次式が成立す

る。 
),(),(1 asQasQ kk =+  

(2.14) 
従って式(2.11)及び式(2.14)により，行動価値が収束した時には次式が成立する。 

RasQ k =),(                
(2.15)             

すなわち十分なエピソードを繰り返し，完全に収束が終了した時には，行動価値関数が，

状態 sの時に行動 aをとった時の期待報酬を正確に表すようになる。 

Q学習 

過去のエピソードの経験を用いて，行動価値関数を式(2.11)のように更新するのがモンテカ
ルロ法である。このモンテカルロ法と動的計画法の考え方を組み合わせたものに TD
（Temporal Difference）学習がある。このうち最も一般的な Q学習について触れる。 
モンテカルロ法では，エピソードの終了時まで待って，式(2.11)のように期待報酬をフィー
ドバックするが，TD法では同一エピソード内の，次の時間ステップを待つだけでよい。 
各エージェントの行動価値関数は式(2.10)に定義されたように，割引期待報酬を表す。この
式(2.10)は次のように変形される。 
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(2.16) 
式(2.16)より，時刻 t における行動価値関数は，時刻 t+1 に得られた報酬と，時刻 t+1 に行
う行動 at+1の価値を割り引いたものの和として表される。大まかに言うと，式(2.10)のように
エピソード全体の割引期待報酬をフィードバックして，行動価値を推定するのがモンテカル

ロ法であるのに対し，式(2.16)のようにエピソード内の次の時間ステップにおける行動価値を
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利用して，行動価値を推定するのが TD学習であるということができる。 
TD 学習のうち最も一般的な Q 学習は，次のような行動価値関数の更新アルゴリズムを用
いたものである。時刻 t において，状態 stの時に atの行動を取った結果，次ステップに報酬

rt+1が得られた時，行動価値関数 Qkを次のように更新する。 

[ ]),(),(max),(),( 11 tttattttt asQasQrasQasQ −++= ++ γα  

(2.17) 
つまり，Q 学習のアルゴリズムは，次ステップにとる行動が，行動価値が最大のものであ
るとの前提の下で，現在の行動価値を更新するというものである。式(2.17)は，単に状態行動
対がすべて更新され続ければ正しく収束が行われることが証明されている。 

2.2.6 探索と知識利用 

ボルツマン選択手法 

Q 値が正確に期待報酬を表しているのであれば，ある環境における行動の選択肢のうち，
最も Q値の高い行動をとればよい。しかしまだ学習途中であったり，市場ゲームのようなマ
ルチエージェント環境下では，よりよい行動を探索しなければならず，探索と知識利用の間

にジレンマが発生する。そこで，行動価値の学習を重ねつつ，行動を合理的なものにしてい

くエージェントが必要とされる。 
式(2.11)のような学習を行う時，すべての行動が十分なエピソード回数の試行をされること
が，それぞれの行動価値を正しく推定するための必要条件となる。しかし，いつまでも報酬

の得られない行動を繰り返すわけにはいかない。そこで，大きな報酬が期待される行動の探

索と利用を効率よく行う手法の 1 つとして，ボルツマン選択手法が挙げられる。これは，現
時点までに推測された行動価値を正しいものと仮定し，大きな報酬が得られるとされる行動

の選択確率を大きく，小さな報酬しか得られないとされる行動の選択確率を小さくする。状

態 sで行動 aを選択する確率π(s,a)は次式で表される。 
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(2.18) 
ここで T はボルツマン温度と呼ばれ，T を大きくするとほぼランダムな選択確率となり，
小さくすれば Q値の高い行動を出しやすくなる。その様子を図 2-9に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(a) T が小さい時の選択確率分布         (b) T が大きい時の選択確率分布 

図 2-9 戦略の選択確率 
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オプティミスティック初期値 

今まで述べてきた学習手法は，すべて行動価値の初期値にある程度依存する。しかし学習

速度αが定数値である場合，最近の標本値に重み付けがされるため，時間と共に初期値の影

響は薄れていく。そこで，この初期値依存性をむしろ利用するのが，オプティミスティック

初期値であり，行動価値の初期値として楽観的な値をとるというものである。つまり行動価

値の初期値を大きく設定し，価値を過大評価しておくと，いずれの行動が最初に選択されて

も，受け取る報酬は最初の推定量よりは小さい。従って学習機構は報酬に「失望」して，別

な行動へと切り替える。その結果，価値推定量が収束する前に，すべての行動が数回試みら

れることになる。 
行動価値が正確な期待報酬へと収束するための必要条件として，すべての状態行動対が十

分な回数だけ試行されることが挙げられており，オプティミスティック初期値はこれを満た

しやすくするための工夫である。 

2.2.7 強化学習型市場モデル 

強化学習を行うためにすべての値を離散化している。また本モデルでは，戦略決定から入

札，そして利益が得られるまでを 1 エピソードとして見なす。複数の時間設けるが，自分の
行動に依存する状態遷移を考慮しないため，モンテカルロ法を用いる。以下に通常の市場モ

デルについて述べる。 
強化学習型市場モデルにおいて戦略は離散化して表される。各エージェントはエピソード

kにおいて，それぞれの戦略{agil
 : l=1,..., N}対し，行動価値関数 Qk

gi(agil)を持つ。そして，この
時にとる戦略は次式の確率分布に従う。 
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(2.19) 

各エージェントは式(2.3) 式(2.6)に従い，離散化して入札を行う。市場において，発電側の
入札を価格の低いものから，需要側の入札を価格の高いものから並べなおすことにより，市

場価格 P*，および市場取引量 Q*が得られる。この様子を図 2-10に示す。 
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図 2-10 市場決済の様子 

このように市場プロセスが行われ，発電エージェントは市場価格 P*より低い入札分だけが

約定され，需要エージェントは P*より高い入札分だけが約定される。するとそれぞれの報酬

が，次のように表される。 
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(2.20) 
そして発電エージェントはこのとき得られた報酬 Rk

g を次のように行動価値へとフィード

バックさせる。 
[ ])()()(1
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k
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k
gigil

k
gi aQRaQaQ −+=+ α  

(2.21) 
このように入札から報酬を得るまでのエピソードを十分な回数だけ繰り返すことにより，

行動価値を正しく見積もり，期待報酬の高い戦略の選択確率をあげていく。この一連の流れ

を図 2-11に示す。 
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図 2-11 強化学習型市場モデルの計算フロー 
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第3章 発電事業者の入退場を考慮した電力市場分析 
電力供給システムに市場原理が導入され，激しい競争の中で発電者が利益を上げようとす

れば，投資対効果の低いプラントを建設するインセンティブは働かない。利益の上がらない

プラントは売却されると考えられる。一方、電力は貯蔵が困難であり同時同量の供給が必要

である点と生活の基盤であり供給信頼性へのニーズが高いという特徴がある。これらの理由

から本章では、以上のような強化学習理論によるマルチエージェント電力市場モデルを用い

て，発電事業者の入退場を考慮した電力市場分析を行い、発電事業者の入退場が行われた場

合の市場の動きを解析した。 
まず、3.1 節で前提条件を示した後、3.2 節で電力市場を①一日前市場のみの場合、②一日
前市場の後にリアルタイム市場がある場合に分けて分析を行った。ここでは同時に、市場原

理により導かれる電源構成と従来の発電システム総コストを最小化した場合の電源構成との

比較を行った。 
次に、3.3節においては、大企業による市場支配力の問題がしばしば指摘されている事を踏
まえ、電力市場に大規模な発電事業者が存在する場合の電力市場分析を行い、大規模発電事

業者のとりうる入札戦略を示すとともに、それに伴う市場の動きを分析した。 

3.1 前提条件 

本節では解析に用いた前提条件について述べる。電力市場には様々な種類の電源プラント

を持つエージェントが存在する。本モデルでは，水力，原子力，石炭火力，LNG火力，石油
火力の 5種のプラントを想定する。また、各種プラントの燃料費 13，電源設備費 8,14を表 3-1
のように設定した。 

表 3-1 電源設備費用 

 水力 原子力 石炭火力 LNG火力 石油火力 
燃料費 [ ¥ / kWh ] 0 1.12 2.05 3.6 4.8 
建設単価 [ ¥ / kW ] 404000 387000 310000 224000 191000 
耐用年数 [ year ] 40 50 50 50 50 
年経費率 0.105 0.097 0.096 0.090 0.084 

 
次に、強化学習に基づく電力市場モデルの計算に用いた初期条件を表 3-2 のように設定し
た。戦略の刻み幅は非線形にし，限界費用に近い入札は細かい刻み幅で，入札上限値に近い

入札は大きな刻み幅で戦略を決定できるようにし，80¥/kWh 以上の入札戦略は制限した。ま
た、負荷追従制約などは考慮していない。 
 

表 3-2 電力市場モデルの計算に用いた初期条件 

 発電エージェント 需要エージェント 
ステップ数 8760時間 × 15000 年 
α 0.25 - 

入札ブロック 200MWh毎 
状態数 24時間  - 
行動 a 0, ..., 20 - 
戦略下限値 0 - 
戦略刻み幅 0.2 a2 - 
入札戦略上限値 80 [¥/kWh]  
入札上限値 80 + 限界費用 [¥/kWh] - 
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3.1.1 従来の発電システム総コスト最小化 

原価総括主義の時代には、各地域の電力会社が地域独占的に電力を供給しており、電力会

社がその地域の電源計画を決定していた。その結果、電源構成は総発電システムのコスト最

小化によって求められてきた。以下に、総発電システムのコスト最小化のための定式化を行

う。また、ここでは負荷追従制約などは考慮していない。 
 
目的関数 

min)365( ,

23

0

5

1
→×××+×××= ∑∑

==
ti

t
ViiFi

i
i XPHKCapaPgTC  

(3.1) 
TC：年間総発電システムコスト（k¥/year） 
Xi,t：第 i種発電エージェントの時間帯 tにおける総発電電力 (MWh) 
Ki：第 i種発電エージェントの数 
gi：第 i種発電設備償却期間均等化年経費率 
PFi：第 i種発電設備建設単価 (¥/kW) 
H：時間帯幅（ここでは一時間） 
PFi：第 i種発電設備の発電電力量 1kWh当たりの燃料費(¥/kWh) 
Capa：１発電エージェントの設備容量(MW) 
ただし、 }:5,LNG:4,:3,:2,:1{ 石油火力火力石炭火力原子力水力∈i  
 
制約条件式 
 
電力需給バランス制約 

}23,...,,1,0(X
5

1
, ==∑

=

tLoadt
i

ti  

(3.2) 
設備容量制約 

)23,...2,1,0)(5,4,3,2,1(, ==×≤ tiCapaKX iti  
(3.3) 

発電エージェント数の整数制約 
,......}2,1,0{∈iK  

(3.4) 
水力発電エージェントの上限制約 

2.0141 ×≤× LoadCapaK  
(3.5) 

Loadt：時間帯 tにおける電力負荷（MW） 
 

3.1.2 競争原理（発電事業者の入退場考慮） 

電力供給システムに市場原理が導入されると、利益が出ている発電事業者は市場への入場

が、損失を出している発電事業者は市場からの撤退が行われると考えられる。そこで、本モ

デルにおいて、発電エージェントは下のような入退場条件に応じて入退場を行うとした。ま

た入場条件を満たした場合、同種のプラントが入場するものとし、水力は入退場しないもの

とする。 
・入場条件 （図 3-1のように純利益に応じて確率を変化）かつ（確率 20分の 1） 
・退場条件 （図 3-1のように損失に応じて確率を変化）かつ（確率 20分の 1） 
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固定費

100%

過去５年間
の純利益

ー 固定費
固定費/10

入場条件退場条件

固定費

100%

過去５年間
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図 3-1 入退場条件 

 
 

3.2 競争原理に基づく電源構成 

3.2.1 一日前市場のみの場合 

電力において、一日前や数時間前など通常の取引であれば，価格と量の関係を入札するこ

とで，ある程度の需要量を価格に応じて調整することができる。このような市場を電力取引

（PX : Power eXchange）市場という。ここでは電力の市場取引が一日前市場のみのによって
行われる場合について分析した。 
ただし、一人の発電エージェントは一種類のプラントのみを所有し、1400 [MW]の発電容
量を持つものとし、初期条件としてプラントの種類ごとに 10人ずつ，計 50人の発電エージ
ェントが存在するとして計算する。 
強化学習モデルにおいて、各発電エージェントは学習を繰り返し、最適な入札戦略へと行

動を変化させる。そこでまず、図 3-2 に各発電エージェントの学習の様子を示す。図 3-2 は
14時における全発電エージェントの入札戦略の平均値である。競争市場であるため、発電エ
ージェントは学習により限界費用近くを入札戦略とすることが分かる。 
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図 3-2 発電エージェントの学習の様子 



 

24 

また、発電エージェントは先に示した入退場条件により市場への入退場を繰り返す。種類

別発電エージェント数の推移を図 3-3 に示す。 
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図 3-3 発電エージェント数の推移 
 

図 3-3 より、石油火力は限界費用の低い他種のプラントに押し出される形で市場から撤退
することが分かる。また、石炭火力・ＬＮＧ火力・石油火力の各プラントの数は振動し、プ

ラントの種類の割合は一定に定まらない。 
また、ここで原子力と石炭火力に焦点をあてる。図 3-4は図 3-3から原子力と石炭火力の曲
線を取り出したものである。ここからわかるように、原子力と石炭火力は、一方の数が増加

すれば、他方の数は減少するといった競合の関係にあることが見てとれる。これは、どちら

も限界費用の値が小さく固定費の値が大きいという特徴を有し、電源のベース付近を担おう

とするためであると考えられる。また、図 3-4を見ると両者はマクロ的に見て振動しており、
一定の数に収束しない。この原因としては、新しい発電エージェントは情報を持たずに市場

に参入するため、自らの入札戦略を学習するのに時間がかかり、その間にさらに発電エージ

ェントが新規に参入し、行き過ぎが生じるためと考えられる。 
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図 3-4原子力と石炭火力の数の推移       図 3-5合計項目の拡大   

 
次に発電エージェント数について考察する。図 3-5に図 3-3での合計の項目の 300エピソー
ド分の拡大図を示す。図 3-5 より、発電エージェント数の合計は 88 と 89 を中心に振動する
ことが見てとれる。 
続いて、図 3-6 にエピソード最終地点でのプラント種類別電力取引量を示す。また、比較
のため図 3-7に 3.1.1節で定式化した線形計画法で求めた発電システム総コストを最小化する
電源構成を示す。これらの比較から、市場原理から導かれる電源構成は振動し、発電システ

ム総コストを最小化する電源構成とは一致しないことが確認できる。ただし、プラントの割

合は振動しているため、図 3-6は単にエピソードの最終地点での電源構成を示したに過ぎず、
エピソードの他の地点ではこれとはまた異なったものになる事に注意が必要である。図 3-6
から分かるように取引量が基準需要量を満たしていない。これは、ピーク電源に十分な利益

が与えられず、各発電エージェントが入退場を行った結果、ピーク電源が市場から撤退し、

市場の電力供給能力が基準需要量を下回ってしまったためである。 
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図 3-6 取引量（競争原理）     図 3-7 取引量（発電システム総コスト最小化） 
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次に電力の市場価格を図 3-8 に示す。図 3-8 より、ピーク時間帯で基準需要量を満たして

いないことによる価格の高騰が見て取れる。 
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図 3-8市場価格 

 
これらのことを踏まえ、図 3-5 に示した合計発電エージェント数が 88 と 89 を中心に振動
する現象の原因を考察する。 
図 3-9 に発電エージェント数の合計が 88 または 89 であったある期間においての原子力・
石炭火力・LNG火力それぞれの単位設備容量当たりの純利益を示す。図 3-9より、発電エー
ジェント数の合計が 88 と 89 の場合では、どのプラントも収益に大きな差が生じていること
が分かる。これはピーク時間帯で価格が高騰しているため、発電エージェント数の変化が、

他の発電エージェントの利益に対し大きな影響を与えるためと考えられる。これらの原因に

より振動が引き起こされると考えられる。 
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図 3-10 単位設備当たりの純利益 
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3.2.2 リアルタイム市場ありの場合 

通常財の市場であれば，需要家は価格が高いと思えば買わなければよい。ところが電力に

は同時同量制約があり、需要家が実際に電力を使用する瞬間には，発電側はその需要の大き

さに合わせて発電出力を調整しなければならない。そこで、ここではこのような電力は ISO
が管理するリアルタイム（RT : Real-Time energy）市場と呼ばれる市場で決済されるものとす
る。この市場では需要家が実際に電力を使用した後に発電者がどれだけ出力を上げたかに応

じて価格が決定される。 
そこで、ここでは電力市場を次のようにモデル化する。まず初めに通常市場における電力

取引として前節と同じように発電エージェントと需要エージェントがそれぞれの限界費用関

数と限界効用関数を基にした入札を行い，決済される。そして発電エージェントはもう一度

入札を行い，需要家が実際に電力を使用する際に発生する不足電力に対して，ISO は安い入
札をしたプラントから順に稼動命令を出す。そのため，実質的に需要の価格弾力性は 0 とな
る。本モデルでは，送電制約による潮流計算については考慮しない。その後稼動したプラン

トのうち最も高い入札価格が，リアルタイム市場価格として清算される。このような 2 つの
市場決済手法を図 3-1-11に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(a) 一日前市場                      (b) リアルタイム市場 

図 3-11 市場決済の様子 

 
・VOLLプライシング 

 
リアルタイム市場の制度として、本研究では VOLLプライシング 15を採用した。VOLLプ
ライシングとは，ピーク時の価格を電力不足によって起こる限界的な価値(VOLL)を基にして
設定し，この価格を上限として ISO が電力を調達するといった仕組みである。電力授受の直
前における市場においては，事後的に決済が行われるため，事実上需要の価格弾力性は 0 と
なる。従って，発電側の電力不足が生じた際には需給均衡がなされず，価格は無限大へと発

散する。これを防ぐため，上限価格を設定する手法をプライスキャップという。この市場決

済の様子を図 3-12に示す。 
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図 3-12 VOLL プライシングによるリアルタイム市場決済の様子 

この仕組みの長所は，通常財と同じように限界効用を基にした市場メカニズムに基づいて

価格決定がなされることである。例えば，10年に 1度しか起きないような需要に対して，VOLL
がプラントの固定費を回収できるほどに高ければプラントが建設され，VOLL がそれほど高
くなければ負荷が遮断される。短所としては、モデルの上では限界効用を仮定することがで

きるが，実際に電力の限界的な価値を算出することはほとんど不可能であることがあげられ

る。また、価格スパイクの問題がある。VOLL を見積もり，上限価格として設定すると，市
場価格はごくまれに発生する需給逼迫期に，極めて高い価格をつけることになる。これは市

場価格のボラティリティを大きくし，市場参加者すべてのリスクが大きくなる。特に発電事

業者は，ピーク電源の建設に対して大きな投資リスクを背負うことになり，需要の伸びに対

するプラント増設インセンティブが働かない。そのため急な需要増加に対して惰弱なシステ

ムとなる危険性がある。 
 
・前提条件 

 
ここでも一人の発電エージェントは一種類のプラントのみを所有し、1400 [MW]の発電容
量を持つものとし、初期条件はプラントの種類ごとに 10人ずつ，計 50人の発電エージェン
トが存在するとして計算する。 
本モデルにおける電力授受の直前に必要とされる需要は，各時間における基本需要 Q0(h)
の 5％が，σ=0.5 の対数正規分布に従うと設定した。このモデル化は，カリフォルニア電力
危機の際，リアルタイム市場への依存度を制限するため，既存の発電事業者が 5％以上のリ
アルタイム取引を禁じられたという経緯 4を踏まえたものである。また、一日前市場における

設定は前節と同じにする。 
以上に述べたように，1 日のうちに電力取引を行う市場を 2 つ考慮し，需要エージェント
は電力取引市場で約定した電力量を超える分の需要をリアルタイム市場からの調達で賄う。

ただし今回、図 3-12のように VOLLに基づくプライスキャップを設け、85¥/kWhとする。 
発電エージェントは 24 時間・2 市場の計 48 状態の行動価値関数を持ち，それぞれの戦略
を決定する。発電エージェントのその他の設定は前節と同様とする。ただし、負荷追従性を

考慮して、原子力と石炭火力はリアルタイム市場への参加を不可とする。 
また、1 時間毎の二つの市場決済により，報酬が得られるまでを 1 エピソードとし，ある
季節，ある時間に得られた報酬を，各市場の行動価値関数へとフィードバックするモンテカ

ルロ法を用いる。ある時間 h（h∈24）において，2 つの市場 mpx，mrtに対してそれぞれ行動

apx，artを選択した時，この 1日の報酬が Rであった場合，行動価値関数を次式のように更新
する。 
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(3.6) 
この一連の計算の流れを図 3-13に示す。 
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図 3-13 電力市場モデルにおける計算の流れ 
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・計算結果 
 
リアルタイム市場を考慮した場合について、種類別発電エージェント数の推移を図 3-14に
示す。また、エピソード最終地点でのプラント種類別電力取引量を図 3-15に示し、一日前市
場のみの場合の電源構成（図 3-6）を再度示し比較する。 
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図 3-14 発電エージェント数の推移 
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図 3-15 リアルタイム市場あり          図 3-16 一日前市場のみ      

 
図 3-14、図 3-15 よりリアルタイム市場で利益を出した石油火力がシェアを伸ばしている
ことが分かる。ＬＮＧ火力は石油火力に押し出される形で市場から撤退する。このことから、

ＬＮＧ火力と石油火力は競合の関係にあるといえる。 
また、図 3-15から、リアルタイム市場がある場合、ピーク電源にも十分な利益を生み、市
場は基準需要量を超える電力供給能力を保つことができることが分かる。 
次に、図 3-17に一日前市場の市場価格を示す。基準需要量を満たしているため、リアルタ
イム市場が無いときに比べ市場価格が低下していることが分かる。また、図 3-14 を見ると、
全発電エージェント数は約 109となり、図 6で見られたような発電エージェント数の振動が
ほとんどない。これはリアルタイム市場がある場合には市場に十分な数の発電エージェント

が存在しており基準需要を満たしているため、一日前市場の市場価格が低く抑えられ、発電

エージェント数が変化した際の各発電エージェントの利益に対する影響が少ないことが原因

と考えられる。 
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図 3-17一日前市場の市場価格 

 
・プライスキャップによる感度解析 

 
以上のように、リアルタイム市場を設けることで，ピーク電源を持つ発電エージェントの

利益を増加させ、市場に基準需要量を満たすだけの供給能力が存在できることが確認された。 
そこで、プライスキャップの値により、市場にどのような変化が生じるかを感度解析する。 
ここでは、VOLLプライシングのプライスキャップ rcapを 50¥/kWh及び 20 ¥/kW(h)として解
析を行った。その時の発電エージェント数の推移と取引量を図 3-17～図 3-20に示す。 
 
rcap=50¥/kWhの場合 
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図 3-17 発電エージェント数の推移         図 3-18 取引量       
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rcap=20¥/kWhの場合 
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図 3-19 発電エージェント数の推移         図 3-20 取引量            

 
図 3-17～図 3-2よりプライスキャップが低くなるにつれ、ピーク電源に十分な利益が与えら
れず、発電エージェント数及び取引量は減少し、基準需要量を満たさなくなることが分かる。

また、それに伴う発電エージェント数の振動の増加が確認できる。 
 
 

3.3 大規模な発電事業者が存在する場合の電力市場分析 

自由化により競争が導入された公益事業において，大企業による市場支配力の問題がしば

しば指摘される。電力について考える場合，貯蔵が難しく，ネットワークを通して供給され

るため，時間的にも空間的にも独占的な状況が生まれやすい。そこで本章では、電力市場に

一人の複数の種類のプラントを所有する大規模な発電事業者が存在する場合についての分析

を行う。ただし、ここでは一日前市場のみを考慮した。 
 

3.3.1 発電エージェントのモデル化 

・大規模発電事業者 
 
発電容量 
水力・原子力・石炭火力・ＬＮＧ火力・石油火力の５種類のプラントを図 3-21 の割合で所

有し、初期総発電容量はピーク需要量の 110％とする。 

 

入札方法 

水力・原子力は定格運転が必要であるため限界費用をそのまま入札するものとする。石炭

火力・LNG 火力・石油火力の入札は、戦略αをとった場合、図 3-22 のようにそれぞれの限界

費用にαを上乗せして入札するものとする。 

 

決算方式 

各種類のプラントの決済を連結する連結決算（図 3-24）とし、これを行動価値関数Ｑ値の

更新、設備増設・削減判定に適用する。 

 

増設・削減条件 

 図 3-26a のように純利益及び損失によって確率を変化させる。また、増設が行われる場合

は図 3-22 の割合で全種類のプラントを増設し、削減が行われる場合は利益率の低い種類のプ
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ラントを削減する。 

 

・小規模発電エージェント 

 

発電容量 
エージェントは石炭火力・LNG 火力・石油火力いずれか１種類のプラントを所有するもの

とし、発電容量は大規模発電事業者の１００分の１とする。 

エピソードの最初は石炭火力・LNG 火力・石油火力それぞれ１エージェントずつが存在す

るものとする。 
 
入札方式 

図 3-23 のように所有しているプラントの限界費用に戦略αを上乗せして入札するものと

する。 

 

決算方式 

単独決算（図 3-25）とし、これを行動価値関数Ｑ値の更新、入場・退場の判定に適用する。 

 

入退場条件 

（図 3-26b）のように純利益及び損失によって確率を変化）かつ（確率 1/20）で入退場を行

う。入場が行われる場合は自分の所有しているプラントを新たに入場させる。 
 

水力
19%

原子力
20%

石炭火力
13%

LNG火力
27%

石油火力
21%

 
図 3-21 大規模発電事業者の初期電源構成 
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図 3-22入札戦略（大規模発電事業者）          図 3-23入札戦略（小規模発電事業者） 
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図 3-24 連結決済（大規模発電事業者）          図 3-25 単独決済（小規模発電事業者）  
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図 3-26a大規模発電事業者の増設・削減条件    図 3-26b 小規模発電事業者の入退場条件    
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3.3.2 計算結果 

図 3-27 に市場原理の基での各部門別設備容量の推移を示す。図 3-27 から小規模発電事業
者（石炭）が大きく設備を増やし、大規模発電事業者の火力部門（石炭・LNG・石油）が設
備を減らしていることが見て取れる。また、新規参入の合計設備容量が 68600と 67200[MW]
（小規模発電エージェント数 48 と 49）の間で振動していることが見て取れる。さらに、エ
ピソード最終地点で総発電設備容量は 136159 [MW]となり、ピーク時間帯の基準需要量を超
える。 
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図 3-27 各部門別設備容量 

 
続いて、図 3-28 図 3-29 に最終エピソードの取引量及び最終７日間の市場価格を示す。図

3-28を見ると、市場には基準需要量を満たすだけの供給能力があるにもかかわらずピーク時
間帯で取引量は基準需要量を満たしていない。また図 3-29より、それに伴うピーク時間帯で
市場価格の高騰が見て取れる。 
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図 3-28 取引量                 図 3-29 市場価格          
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ここで、なぜ市場には基準需要量を満たすだけの供給能力があるにもかかわらずピーク時

間帯で取引量は基準需要量を満たしていないかを考察する。 
図 3-30及び図 3-31に小規模発電事業者と大規模発電事業者の入札戦略の推移を示す。ただ
し、小規模発電事業者の値は、全小規模発電事業者の平均をとったものである。 
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図 3-30入札戦略の推移（小規模発電事業者    図 3-31入札戦略の推移（大規模発電事業者） 
 

小規模発電事業者は確実に落札される事を望むため限界費用付近を入札戦略としているこ

とが分かる。 

大規模発電事業者は、エピソードの初期段階ではほぼ独占状態の場合のため、入札戦略の

上限値を戦略とする（左の赤丸）。しかし、小規模発電事業者の入場が行われ市場が競争的に

なっていくため、大規模発電事業者は再び戦略の探索を始める。そして、入札戦略を 12¥/kWh

以上とするように学習していることが分かる（右の赤丸）。これは、小規模発電事業者の入場

後も大規模発電事業者は価格操作が可能であるため、価格をつり上げる入札戦略をとってい

る事を示している。具体的に図 3-32 によって説明する。 
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図 3-32大規模発電事業者の入札戦略 
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大規模発電事業者の水力と原子力は設定により限界費用を入札しており、小規模発電事業

者は学習により限界費用付近を入札しているため、もしも大規模発電事業者が火力部門（石

炭・LNG・石油）も低い入札をすると、市場価格も低い額に決定してしまう。そこで、大規模

発電事業者は、市場価格をつり上げて自身が所有する水力と原子力部門に利益をもたらすた

めに、自身の火力部門の落札量を捨てて火力部門の入札額を P0¥/kWh 以上にする。P0は需

要曲線と水力・原子力と小規模発電事業者の合計入札量の垂線との交点である。また、大規

模発電事業の火力部門の入札額が P0以上ならば市場価格に影響しないため、図 3-31 におい
て、大規模発電事業者は（P0－限界費用）以下の入札戦略はとらないが、（P0－限界費用）以

上の入札戦略は収束していない。 
 

3.4 まとめ 

本章では、強化学習理論に基づくマルチエージェントモデルを用いて、発電事業者の入退

場を考慮に入れた電力市場モデルを構築し分析を行った。まず始めに、各エージェントが動

的環境の中でも学習し、最適な行動へと変化させることを示した。 
市場方式として一日前市場のみの場合及びリアルタイム市場がある場合について分析を行

った。 
一日前市場のみの場合、市場原理に委ねるとピーク電源に十分な利益が与えられず、石油

火力が市場から撤退し、市場全体の電力供給能力はピーク時間帯の基準需要量を満たさない

事を示した。また、それに伴うピーク時間帯での価格の上昇を示した。続いて、市場原理に

より導出される電源構成と発電システム総コストを最小化する電源構成との比較を行った。

競争原理により導出される電源構成は振動し、割合は一定にならないことを示すとともに、

その振動の動きから原子力と石炭火力は競合の関係にある事を示した。さらに市場全体の発

電容量が細かく振動するメカニズムについても解説した。 
 リアルタイム市場がある場合、リアルタイム市場で利益を出すことが可能になった石油火

力が大きくシェアを伸ばし、市場全体の電力供給能力はピーク時間帯の基準需要量を満たす

事を示した。しかし一方で、石油火力と競合の関係にある LNG火力は市場から撤退してしま
う結果となった。しかし、このような状況は CO2排出削減やエネルギーセキュリティーの面

からは好ましいとはいえない。何らかの政策的対応が必要といえる。また、リアルタイム市

場がある場合にはプラントの種類の割合が一定になる事及び市場全体の発電容量の振動が少

なくなる事を示した。最後にプライスキャップによる感度解析を行い、プライスキャップの

市場に対する影響を示した。 
続いて、複数の種類のプラントを所有する大規模な発電事業者が存在する場合について分

析を行った。大規模発電事業者の火力部門（石炭・LNG・石油）は小規模発電事業者（石炭）
に大きくシェアを奪われる事を示した。また、大規模発電事業者は小規模発電事業者の市場

への参入度合いに応じて入札戦略を変化させ、最終的には自身が所有する水力と原子力部門

に利益をもたらすために、自身の火力部門の落札量を捨てて火力部門の入札戦略を高く保ち、

市場価格をつり上げることを示した。その結果、市場には基準需要量を満たすだけの供給能

力があるにもかかわらずピーク時間帯で取引量は基準需要量を満たさなくなる事態が起こる

ことを確認した。以上から、大規模な発電事業者が存在する場合、電力は価格弾力性が小さ

いため、小規模発電事業者の入場後もピーク時間帯で大規模電気事業者が価格決定権を持つ

ことが分かった。 
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第4章 JEPXモデル構築に向けた準備的検討 
第 3 章において，市場への入退場を考慮した場合の発電事業者の行動分析を行ったが、第
４章では 2005 年４月から日本卸電力取引所(JEPX)が取引を開始する事を受け 16、JEPX の市場

アルゴリズムを用いて、連系線で結ばれた２地域を対象として発電事業者の取りうる行動お

よび市場の動きを分析した。電力の特徴としての市場支配力が大きくなる点、価格弾力性が

低い点を考慮して解析を行った。ただし、この章においては発電事業者の入退場は考慮しな

い。 

4.1JEPXの解説 

4.1.1JEPXとは 

わが国において、2005年 4月から、電力事業の自由化範囲が 50kW以上に拡大されるとと
もに、新たに卸電力取引所を通じた取引が開始される 18。この卸電力取引所において、電力

会社や特定規模電気事業者（ＰＰＳ）や新規参入した独立発電事業者（IPP）など、電力供給
の担い手が集まり、自社で生じた余剰電力を売ったり、不足する供給力を調達したりするこ

とが可能となる。供給力の調達は、あくまで発電所の自社建設や長期的な相対契約によって

確保することが基本とされ、卸電力取引所はこれらを補完するものとされているが、電力調

達・販売方法の多様化・容易化の一助となり、振替供給料金の廃止等とも合わさって、全国

規模での電力取引が活性化することが期待されている。図 4-1 に日本の電力供給システムの
イメージを示す 17。 

 

IPPIPP

送電系統運用会社
送電系統運用会社

発電事業者
発電事業者 IPPIPP

送電系統運用会社
送電ネットワーク

発電事業者
一般電気事業者 特定電気事業者

特定電気事業者
自家発設置者

JEPXJEPX

IPPIPPIPPPPS

特定地区自家消費

託送

自由化対象外需要家
自由化対象外需要家 自由化対象需要家

自由化対象需要家

自己の送電線
にて供給

中立機関

自己の送電線
にて供給

相対契約

相対契約

IPPIPP

送電系統運用会社
送電系統運用会社

発電事業者
発電事業者 IPPIPP

送電系統運用会社
送電ネットワーク

発電事業者
一般電気事業者 特定電気事業者

特定電気事業者
自家発設置者

JEPXJEPX

IPPIPPIPPPPS

特定地区自家消費

託送

自由化対象外需要家
自由化対象外需要家 自由化対象需要家

自由化対象需要家

自己の送電線
にて供給

中立機関

自己の送電線
にて供給

相対契約

相対契約

 
 

※ 注 
中立機関：設備形成や系統運用に関するルールを策定・監視し、電力会社間の連系線の運用・混雑

管理に係る連絡調整、紛争発生時の斡旋・調停等を行う中立機関 
託送  ：一般電気事業者が所有する送配電ネットワークを利用して、特定規模電気事業者（ＰＰ

Ｓ）や管外の一般電気事業者が特定規模需要に対して電気を送電すること 
 

図 4-1 日本の電力供給システム 
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4.1.2JEPX 市場方式 

ここでは、JEPXの市場方式 16について解説する。以下の段階を踏んで市場決済が行われる。 
 
１ 発電及び需要エージェントは各自、価格・電力量・地域を市場に入札する。 
２ 入札が締め切られたら、まずは地域を考慮せず１つの市場と考えて決済する（図 4-2）。 
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Ｑ
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図 4-2  JEPX市場方式１ 
 

3-1 連系線制約を満たした場合には決済が確定する。 
3-2  連系線制約を満たさなかった場合は、地域毎に市場を分断した後、託送可能量の最大値
を送電するよう処理し、再度それぞれの市場で決済する。この場合、価格は地域ごとに異

なることになる（図 4-3）。 
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図 4-3  JEPX市場方式２ 
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4.2 発電事業者の意思決定の分析 

4.2.1 前提条件 

JEPX モデル構築に向けた準備的検討として、連系線で結ばれた２地域を対象に JEPX の
市場アルゴリズムを用いて分析を行った。まず図 4-4のように地域 Aを寡占的、地域 Bを競
争的な市場とし、表 4-１のような前提条件を定め強化学習理論によるマルチエージェントモ
デルを用いて分析を行った。 

 

地域A 地域B
連系線

寡占的 競争的

対象２地域

地域A 地域B
連系線

寡占的 競争的

対象２地域
 

図 4-4 地域の条件設定 
 

表 4-1 前提条件 
 地域 A 地域 B 

エピソード数 10000 
発電エージェント数 2（寡占的） 10（競争的） 
１エージェントの設

備容量 [MW] 30000 6000 

発電コスト[ k¥ / MW ] 

cbqaqqC ++= 2)(  
a : 0.00008 / (1/2), 

b : 0, c : 0 
a : 0.00008 / (1/10), 

b : 0, c : 0 
行動数 21 

入札戦略の上限値 
[¥/kWh] 80 

入札上限値 [¥kWh] 80 + 限界費用 
需要エージェント数 1 1 
需要量 [MWh] 50000 50000 

 

4.2.2 価格の託送可能量による感度解析 
 
電力は価格弾力性が小さく、市場支配力が大きくなるという特徴を有している。特に日本

のような電力系統がくし型で地域間の連系線の託送可能量が小さいため、自由化後も市場が

競争的にならないという指摘がされている。そこで、地域 A・B それぞれの市場価格につい
て連系線の託送可能量を変化させて感度解析を行った。図 4-4 図 4-5に地域 A及び Bの託送
可能量による感度解析の結果を示す。ただし、託送料金は考慮していない。 
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図 4-4 託送可能量による感度解析（地域 A）       図 4-5 託送可能量による感度解析（地域 B） 
図 4-4より、連系線の託送可能量が増えるほど市場が競争的となるため、地域 Aの市場価
格は低くなることがわかる。また図 4-5を見ると、地域 Bから地域 Aへの託送が行われてい
るため、託送可能量 11000[MW]付近で B地域の価格は上昇することが分かる。 
ここで、市場価格が高騰する価格弾力性が小さいケース(-0.05,-0.1)の発電エージェントの入
札戦略を詳しく考察する。図 4-6 と図 4-7 に価格弾力性が-0.05 及び-0.1 である場合の地域 A
の発電エージェントの入札戦略の託送可能量による感度解析を示す。 
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図 4-6 地域 Aの発電エージェントの入札戦略（-0.05）  図 4-7 地域 Aの発電エージェントの入札戦略（-0.1） 

 
 
価格弾力性が-0.05及び-0.1のどちらのケースにおいても託送可能量が小さい場合、２人の
発電エージェントは高額入札エージェントと低額入札エージェントにはっきりと分かれるこ

とが確認される（ただし、２人の発電エージェントは等質であるため、託送可能量を変化さ

せるごとに高額入札と低額入札が入れ替わることもある）。この原因を以下に示す 8。 
通常の理想的な市場を考える場合，等質なエージェントは等しい入札をするものと考えら

れる。この様子を図 4--8に示す。 
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発電エージェントA 発電エージェントB 供給曲線  
図 4-8 等質なエージェント 2人による通常の入札メカニズム 

 
ところが，強化学習モデルにより試行錯誤を重ねて戦略を探索するモデルにおいては，必

ずしも両者が同じ戦略を出さない場合が存在し，また両者の最大出力量は制限されているた

め，市場の供給曲線は図 4-のようになる場合が存在する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-9 両者の入札が異なる場合の入札メカニズム 

この時需要の価格弾力性が十分に大きく，供給力に余裕がある場合には，図 4--10 のよう
な通常の市場メカニズムが働く。 
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図 4-10 通常の市場均衡点へと収束する市場メカニズム 

低い入札を行った発電エージェントには，入札を高くして，自分の落札量を犠牲にしても

取引価格を上げようとするインセンティブが働く。一方で高い入札を行った発電エージェン

トには，入札を低くして，市場価格を下げることになっても自分の落札量を増やそうとする

インセンティブが働く。このようなメカニズムが働くことにより，両者の入札は次第に近づ
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いていき，最終的には両者の戦略が等しくなって収束する。つまりどちらのエージェントも，

自分の戦略をどのように動かしても利益が下がってしまう競争解へと落ち着く。 
ところが需要の価格弾力性が小さく，託送可能量が小さい場合には、図 4-11ような通常と
は異なる市場メカニズムが働き得る。 
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図 4-11 局所解へと収束する市場メカニズム 

図 4-11 に示されるようなケースでは，発電エージェント A の入札は市場価格の決定に全
く寄与していないことがわかる。従って低い入札を行った発電エージェントには，入札を高

くするインセンティブは働かず，むしろ落札を確実なものにするために，入札を下げようと

するインセンティブが働く。一方発電エージェント Bには，市場価格が自分の入札のみに影
響されるように見える。そのため高い入札を行った発電エージェントには，自分の利益が最

大となる価格まで入札を高くしようとするインセンティブが働く。 
以上より，価格弾力性がと託送可能量が小さい場合には，通常の競争による市場メカニズ

ムが働かず，価格を設定するプライスセッターと，その価格を享受するプライステイカーの

2 つに分かれてしまうケースが存在するということができる。そして，このようになる条件
は，プライスセッターが自らの売電量を犠牲にして独占的な価格を設定しても，競争時より

も大きいか，同程度の利益が見込める場合である。 
電力市場においては必ず需給逼迫期が存在し，需要の価格弾力性が小さい。また電力はネ

ットワークを通じて供給されるため，容量制約などのために地域的な寡占状態が起こりやす

いといえる。さらにプラントの特性毎に限界費用が異なり，限界費用の安い水力や原子力を

燃料とするプラントはベース電源に，限界費用の高い石油プラントはピーク電源に用いると

いう役割分担がある程度決まっているため，市場においても図 4--11 に示したような役割分
担が発生しやすいといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

44 

4.3JEPX市場分析 

続いて前節のモデルを実際の JEPX市場に応用する。図 4-12のように日本全国を東日本と
西日本とにまとめて連系線でつながれた２地域とし、プラントの種類、企業体系を考慮に入

れ分析を行う。ただし、沖縄と北海道は考慮しないものとする。 

4.3.1 日本の電力系統 

図 4-12に日本の電力系統を示す 18。系統の特徴としてくし型の電力系統であり、送電容量

があまり大きくない事が分かる。そのため自由化後も市場が競争的にならないという指摘が

されている 
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※注 数値は最大電力実績値（青字）と送電容量（赤字） 
 

図 4-12 日本の電力系統 

4.3.2 前提条件 

東日本及び西日本の２地域を対象を対象とし、企業体系・プラントの種類を考慮して分析

を行う。各電力会社と電源開発はそれぞれ１エージェントとする。これらはプラントの種類

を複数持つことになる。また、電力会社と電源開発以外の水力・原子力・火力は種類ごと地

域ごとにまとめてそれぞれ１エージェントする。よって各設備容量の割合は図 4-13,図 4-14

のようになる。 



 

45 

東北電力

東京電力

電源開発

その他(水力)

その他(原子力)

その他(火力)

中部電力
北陸電力
関西電力
中国電力
四国電力
九州電力
電源開発
その他(水力)
その他(原子力)
その他(火力)

 
 
図 4-13 東日本の設備容量の割合     図 4-14 西日本の設備容量の割合 

 

入札方法・決済方法は以下のように設定する。さらに、計算のための前提条件を表 4-2 に

示す。 

・電力会社及び電源開発 

 

入札方法 

水力・原子力は定格運転が必要であるため限界費用をそのまま入札するものとする。火力

の入札は、戦略αをとった場合、図 4-15 のように限界費用にαを上乗せして入札するものと

する。 

 

決算方式 

各種類のプラントの決済を連結する連結決算（図 4-17）とし、これを行動価値関数Ｑ値の

更新に適用する。 

 

・電力会社及び電源開発以外 
 
入札方式 

図 4-16 のように所有しているプラントの限界費用に戦略αを上乗せして入札するものと

する。 

 

決算方式 

単独決算（図 4-18）とし、これを行動価値関数Ｑ値の更新に適用する。 
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図 4-15電力会社・電源開発の増設・削減条件     図 4-16電力会社・電源開発以外の入退場条件 
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図 4-17 連結決済（電力会社・電源開発）       図 4-18 単独決済（電力会社・電源開発以外） 
 

表 4-2 前提条件 
 東日本 西日本 

エピソード数 3000 
発電エージェント数 6 10 
全エージェントの設備容量 

[MW] 80764 106492 

燃料費 [ k¥ / MW ] 水力：0, 原子力：1.12, 火力：3.8 
建設単価 [k¥/kW] 水力：404, 原子力：387, 火力：224 
年経費率 水力：0.105, 原子力：0.097, 火力：0.090 
行動数 21 

入札戦略の上限値 [¥/kWh] 80 
入札額の上限値[¥/kWh] 80 + 限界費用 
需要エージェント数 1 1 
需要量 [MWh] 夏季の 24時間 
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4.3.3 市場価格 

以上の前提条件の下、東日本及び西日本の電力市場について強化学習に基づくマルチエー

ジェントシミュレーションを行った。 
強化学習モデルにおいて、各エージェントは試行錯誤を繰り返して最適戦略を求める。そ

こで、始めに例として価格弾力性が--0.2 の場合について発電エージェントの学習の様子を図
4-19に示す。値は全発電エージェントの一日の合計純利益である。 
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図 4-19発電エージェントの学習の様子 

 
続いて、各地域の電力市場価格を図 4-20及び図 4-21に示す。ただし、2005年 2月現在 JEPX
は取引を開始しておらず、需要の価格弾力性に関する情報がないため、需要の価格弾力性が

-0.05～-0.5のケースについてそれぞれ行った。なお、託送料金は考慮していない。 
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図 4-20市場価格（東日本）        図 4-21 市場価格（西日本） 
 
図 4-20及び図 4-21を見ると、両地域とも価格弾力性が小さいほど価格が上昇することがわ
かる。また、西日本のほうが東日本より発電エージェント数が多く競争的であるため市場価

格が低くなることが見て取れる。さらに、ここでも価格弾力性が小さい場合には特に東日本

で顕著に 4.2 節の価格高騰メカニズムが働いていることが確認された。 
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4.4 まとめ 

本章ではまず、JEPX モデル構築に向けた準備的検討として連系線で結ばれた寡占的な地
域 Aと競争的な地域 Bを対象に JEPX市場のアルゴリズムを用いて分析を行い、発電事業者
のとる行動を定量的に示した。ここでは価格弾力性及び託送可能量を変化させて分析を行い、

価格弾力性・託送可能量が共に小さい場合において、寡占的な地域 Aにおいて先行研究でも
示されている通常の市場メカニズムとは異なる価格が高騰してしまう市場メカニズム 8 が現

れることを確認した。このメカニズムは市場参加者が，非常に低い価格で入札を行うプライ

ステイカーと，独占的に振舞うプライスセッターに二極化するものである。このメカニズム

は次のような条件がある場合に起きうる。 
 
Ⅰ. 託送可能量が少なく市場が寡占的であり、需給が逼迫しているためプライスセッターが
高い価格を入札してもいくらかは約定される場合 
Ⅱ. 需要の価格弾力性が小さくプライスセッターが独占的に振舞った場合の利益が，競争を
した場合の利益よりも大きいか又は同程度である場合 

 
電力市場においては必ず需給逼迫期が存在し，さらにプラントの特性毎に限界費用が異な

り，限界費用の安い水力や原子力を燃料とするプラントはベース電源に，限界費用の高い石

油プラントはピーク電源に用いるという役割分担がある程度決まっている。さらに電力はネ

ットワークを通じて供給されるため容量制約が存在し，地域的な寡占状態が起こりやすいと

いえる。 
日本において、供給力の調達はあくまで発電所の自社建設や長期的な相対契約によって確

保することが基本とされ、JEPXはこれらを補完するものとされており、価格弾力性は強制プ
ール市場よりも大きくなると予想される。しかし、まだ JEPX は取引を開始しておらずその
価格弾力性は未知数である。しかも日本の電力系統はくし型構造であり、地域間の送電容量

は小さい。加えて、巨大資本を持つ電力会社が各地域に存在する。もしも予想以上に価格弾

力性が小さくなってしまうと、上記の価格高騰メカニズムの条件にとても当てはまりやすい

構造であるといえる。このような事態が起きた場合には、価格の高騰を抑えるためになんら

かの政策的手段を考慮に入れる必要がある。 
続いて、具体的に対象を東日本・西日本とし、企業体系やプラントの種類を考慮に入れた

JEPX 市場の分析を行い、各地域の市場価格を導出した。価格弾力性を変化させて分析を行
い、両地域とも価格弾力性が小さいほど価格が上昇することを確認した。また、西日本のほ

うが東日本より発電エージェント数が多く競争的であるため市場価格が低くなることを示し

た。さらに、ここでも価格弾力性が小さい場合には特に東日本で顕著に上記の価格高騰メカ

ニズムが働くことを確認した。 
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第5章 結論 

5.1 本研究の成果 

本研究では、強化学習理論に基づくマルチエージェントモデルを構築し，自由化された電

力市場における発電事業者の行動を分析した。以下に本研究にて得られた成果及び知見を要

約する。 
 
第 1 章では，自由化された電力市場における供給システムを，市場構造の違いと電力供給
上の特徴から分類し，現時点におけるわが国における電力自由化の動向について述べた。さ

らに，わが国に先立って自由化が行われた海外諸国の電力市場における問題点についてまと

め，本研究の意義を明確にした。 
 
第 2 章では，本研究で用いた強化学習理論に基づくマルチエージェントモデルについての
説明を行った。本研究で最も重要となるのが，自律的な意思決定主体を意味するエージェン

トの概念であり，電力市場をエージェントの集合体として捉えモデル化を行った。 
始めに強化学習の全体の流れについて述べ，意思決定機構の基本となる行動価値関数につ

いて説明を行った。また強化学習により意思決定機構を改善するにあたって，本質的な問題

となる探索と知識利用のジレンマの存在について触れ，本モデルで採用したボルツマン選択

手法について紹介した。そしてこの強化学習理論を市場モデルへと適用したアルゴリズムに

ついて説明を行った。 
 
第 3 章では，強化学習理論に基づくマルチエージェントモデルを用いて、発電事業者の入
退場を考慮に入れた電力市場モデルを構築し分析を行った。まず始めに、各エージェントが

動的環境の中でも学習し、最適な行動へと変化させることを示した。 
市場方式として一日前市場のみの場合及びリアルタイム市場がある場合について分析を行い、

競争原理により導出される電源構成と発電システム総コストを最小化する電源構成とを比較

した。また、一日前市場のみの場合、市場原理に委ねるとピーク電源に十分な利益が与えら

れず、石油火力が市場から撤退し、市場全体の電力供給能力はピーク時間帯の基準需要量を

満たさない事を示した。 
続いて、複数の種類のプラントを所有する大規模な発電事業者が存在する場合について分

析を行った。大規模発電事業者の火力部門（石炭・LNG・石油）は小規模発電事業者（石炭）
に大きくシェアを奪われる事を示した。また、電力は価格弾力性が小さいため、小規模発電

事業者の入場後もピーク時間帯で大規模電気事業者が価格決定権を持ち、市場価格のつり上

げが行われうることを示した。その場合、市場には基準需要量を満たすだけの供給能力があ

るにもかかわらずピーク時間帯で取引量は基準需要量を満たさなくなる事態が起こることを

示した。 
 
第 4 章では JEPXモデル構築に向けた準備的検討として連系線で結ばれた２地域を対象に

JEPX市場のアルゴリズムを用いて分析を行い、発電事業者のとる行動を定量的に示した。 
まず、2地域を寡占的な地域 Aと競争的な地域 Bとし、価格弾力性及び託送可能量を変化
させて分析を行い、価格弾力性・託送可能量が共に小さい場合において、寡占的な地域 Aに
おいて価格が高騰してしまう市場メカニズム 20が現れることを確認した。 
続いて、具体的に対象を東日本・西日本とし、企業体系やプラントの種類を考慮に入れた

JEPX 市場の分析を行い、各地域の市場価格を導出した。価格弾力性を変化させて分析を行
い、両地域とも価格弾力性が小さいほど価格が上昇することを確認した。また、西日本のほ

うが東日本より発電エージェント数が多く競争的であるため市場価格が低くなることを示し

た。 
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5.2 今後の課題 

本研究の今後の課題として，以下の事項を考慮した検討を続けることが考えられる。 
 

市場取引手法の詳細化 

本論文では，市場取引形態として電力取引市場とリアルタイム市場，アンシラリーサー

ビスのうちの運用予備力市場の 3種の市場について考慮し，分析を行った。しかし実際の
電力市場においては，相対取引，1日前市場，1時間前市場，先物市場，その他アンシラ
リーサービス市場等，様々な契約期間、決済手法に基づく取引が存在する。また，市場決

済の方法として，単純にシングルオークションとダブルオークションの 2種類を考慮した
のみであるが，実際には 1対 1で行う相対契約や，プラント特性や送電制約を考慮した潮
流計算による出力調整などが存在する。今後は研究目的に応じて，これら多様な取引形態

をモデルに組み込むことが考えられる。 
 

揚水発電所の考慮 

本モデルでは簡単化のため水力を一般・揚水に区分しなかった。しかし今後、揚水発電

を考慮し、発電エージェントのプラント状態を考慮した Q 学習の導入すれば、揚水はさ
まざまな戦略を取ることが可能である。また、負荷追従制約のある原子力や石炭火力との

違いが明確になり、その際の発電事業者の行動は興味深い。 
 

入場及び退場方法の検討 

本モデルにおいて発電エージェントは市場に入場する際に情報を持たず、入場した後か

ら報酬によって学習を開始した。現実には発電事業者が情報を持って入場することも考え

られる。よって、モデル上でも発電エージェントに情報を持たせて入場させることも考え

られる。 
また、本モデルでは発電システム総コストを最小化する電源構成との比較を目的の一つ

としたために、市場から退場した発電エージェントは消滅する形になっている。しかし、

現実には損失を出している発電プラントはアセットマーケット等で売り払われ、新しい事

業者の下で再度市場に戻ってきて運転を再開する。このようなアセットマーケットの存在

を考慮することも考えられる。 
 

需要エージェントのモデル化の検討 

本モデルにおいて、需要エージェントの基準価格 P0をどの時間帯でも一律 5 ¥/kWhと
して計算を行った。しかし、基準価格はその時間毎のシャドープライスで与えられること

が望ましい。今後、発電部門の単価を調査し、適切な基準価格が導出されることが期待さ

れる。 
 

自由化部門・非自由化部門の考慮 

2005年 2月現在、日本においては契約電力 500kW以上に自由化が拡大されており、2005
年度には 50kW以上の高圧需要家まで自由化範囲が広げられる予定である。非自由化部門
はこれまで通り電力会社が供給義務を持つ事になるが、電力会社は限界費用の高い電源を

非自由化部門に限界費用の安い電源を自由化部門にまわすような戦略も考えられる。この

ように、自由化・非自由化部門を考慮した発電事業者の行動分析も興味深い。 
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